
日本ガイシ株式会社２０２２年３月期の決算説明会を始めます。

本日はご多用の中、ご参加いただき、誠にありがとうございます。



ご覧のような内容でご説明させて頂きます。
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まずは終わりました２２年３月期の業績についてご説明いたします。

ご覧の通り、新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受けた前期と比べ、売上高、
利益ともに増収、増益となり、過去最高を更新する結果となりました。

売上高は５，１０４億円、乗用車販売台数の回復によりセラミックスの自動車関
連製品が増収となったほか、プロセステクノロジーの半導体製造装置用製品も増え、
大幅な増収となり、前期比で１３％の増加となりました。

営業利益は、減価償却費等の費用増加もございましたが、増収効果により、前年
同期比６４％増の８３５億円となりました。

当期純利益につきましては、営業利益の増加に加えて、本年３月に移転価格税制
に基づく更正処分等の取り消しが確定し、５８億円の税金還付を受けたことから前
年同期８４％増の７０９億円となりました。
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次に２２年３月期の売上高・営業利益について前期からの主な変化をグラフで示し
ました。プラスはみず色、マイナスは赤色で示しております。

まず売上高につきましては、セラミックスが自動車販売台数の回復や排ガス規制強化の
影響により大幅な増収となったほか、プロセステクノロジーも好調なファウンドリ投
資を背景に増収となりました。エレクトロニクスはベリリウム銅やＨＤＤ用圧電素子
の需要が増加した一方、双信電機が連結除外となったマイナス影響が上回り減収とな
りました。エネルギーインフラは、エナジーストレージの出荷が低調に推移し減収と
なりました。

営業利益につきましては、セラミックス、プロセステクノロジーが増収効果により
増益となったほか、エレクトロニクスも増益となりました。エネルギーインフラは、
値上げによりがいしが黒字化し、赤字が縮小しました。

為替影響については、ドル・ユーロ共に円安に推移した影響から売上高で１２７億
円、営業利益で４６億円のプラス影響が生じました。
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このたび、当社は昨年公表したＮＧＫグループビジョンで掲げた事業構成の転
換の実現に向けて、大幅な組織の見直しを実施しました。

資料に記載の通り、ESG経営の推進、既存事業セグメントの組み替え、新規事
業創出に向けた取組みの３点を柱とする内容で、この後それぞれについてご説明
申し上げます。
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まず既存事業の組み替えについてです。今回、中長期ビジョンで注力分野と位置づけた「
カーボンニュートラル」と「デジタル社会」関連の事業領域を踏まえ、従来の４事業本部体制を
３事業本部体制に再編しました。

セラミックス事業を、主力だった自動車関連製品に加えて世界的に市場拡大が期待される
カーボンニュートラル関連市場を取り込み環境関連を包含した「エンバイロメント事業」という
本部を作りました。

半導体や電子部品、各種電子デバイスとデジタル社会関連に繋がる製品群を集約した「デ
ジタルソサエティ事業本部」を創設しました。

ＮＡＳ®電池等を手掛けるエネルギーインフラ事業と新たなカーボンニュートラル製品の受
け皿となることが期待される産業プロセスの「エネルギー＆インダストリー事業本部」を創設し
ました。

部門間のシナジー効果を高めつつ、組織を組み合わせることで異なる視点から変革をして
いきたいと考えております。この後の説明は、新しい組織に基づいて行わせていただきます。
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新年度、２３年３月期の見通しでございます。全社で売上高は５,８００億円、
営業利益９００億円、当期純利益は６５０億円で、前期比増収、当期純利益を除
き、増益を見込んでいます。
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新年度の売上高・営業利益の見通しについて、前期からの主な変化をグラフで示しました。

まず売上高について、エンバイロメントは、自動車販売台数の回復や排ガス規制の強化を背
景に、増収を見込んでおります。デジタルソサエティは各産業でＩｏＴ化が進み、引き続き半導
体製造装置用製品や電子部品の需要が増加するほか、エネルギー＆インダストリーについ
ては、加熱装置の需要が増加する見通しです。

営業利益につきましては、増収効果はあるものの、原燃料価格高騰や物流費の増加、イン

フレに伴う労務費アップなど大幅なマイナス影響により、為替のプラス影響を除くと前年並み

の見通しでございます。

為替影響は、前提レートを ドル：１２０円、ユーロ：１３０円と置いたことにより、売上高で１０６

億円の増収、 営業利益で６４億円の増益要因となっております。

なお、為替感応度は平均レートが１円円安になると、ドルで 売上高＝１５億円、営業利益＝

７．３億円、ユーロで売上高＝ ７億円、営業利益＝１．０億円 の増収増益となります。



9

引き続き、セグメント別に業績見通し、事業環境や課題について詳細にご説明させ
ていただきます。まずはエンバイロメント事業です。新年度は、売上高３,２５０億円、
営業利益６５０億円と、前期との比較で増収となりますが、利益は前期並みの見通し
です。中国の排ガス規制の強化によってＧＰＦや大型担体の需要が増加するほか、乗
用車販売の回復を背景に各製品の需要が増加する見通しです。利益は、原燃料価格の
高騰や物流費の増加、インフレによる労務費アップなどのマイナス影響が、増収効果
を打ち消す見通しです。

なお、現時点ではウクライナ情勢の悪化による出荷物量の減少など直接的な影響は
確認されておりませんが、自動車販売や生産台数への影響など、今後も注視してまい
ります。



当社業績予想の前提となる自動車販売台数の見通しと、今後の売上見通しにつ
いてご説明申し上げます。

ページ左上の、乗用車の販売台数見通しにつきましては、ＥＶ等の非内燃機関
車の比率は半年前の見通しと大きな変化はなく、２０３０年時点で２９％程度に
なると見ております。内燃機関車の需要は半導体不足の影響が続くものの緩やか
に回復し、２０２５年頃までは増加する見通しに変わりはありません。中長期的
には徐々に減少する前提で認識しております。

ページ左下は、中長期の売上見通しです。各国の排ガス規制強化により当面は
ＧＰＦを中心に増加するほか、ユーロ7の導入等に伴いまして、ガソリンセンサ
ーなどの新製品が増加し、３，０００億円規模の売上を維持できる見込みです。

２０３０年以降については、カーボンニュートラル向けの製品を開発・投入し、

事業転換を図っていきたいと考えております。
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次にデジタルソサエティ事業です。今期は売上高１，８００億円、営業利益は
２７０億円と前期比で増収、増益となる見通しです。

ＳＰＥは、引き続きファウンドリを中心に投資が堅調に推移し、半導体製造装
置用製品の需要が拡大する見通しです。

電子デバイスは、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）用圧電素子が、好調な
データセンター投資を背景に増加するほか、セラミックパッケージの需要も増加
し、増収を見込んでいます。

金属については、産業機器向けを中心に引き続き需要が堅調に推移する見通し
です。
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デジタルソサエティ事業のうち主力事業の半導体製造装置用製品の今後の展望
について、ご説明します。

左側のグラフは用途別に半導体製造装置の投資動向を示したものになります。

各産業でＩｏＴ化が進む中、２０２２年度は高水準な設備投資が継続するとみて
おります。２０２３年度は反動減を想定しておりますが、各国の半導体自給政策
により再び拡大し、中長期的に半導体製造装置需要は伸びていくと見込みでござ
います。好調な設備投資を背景に、半導体製造装置用セラミックスやチャンバー
部材の需要は引き続き拡大が見込まれており、チャンバー部材を手掛けるアメリ
カのカリフォルニア州やアリゾナ州の製造拠点で増産投資を進めてまいります。
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続いて電子デバイス事業の展望についてご説明申し上げます。

左側上段のハードディスクドライブ（ＨＤＤ）用圧電素子について、堅調なデータ
センター投資を背景に、ストレージ需要は順調に拡大しております。ハードディスク
ドライブの更なる大容量化も進んでおり、高性能品の開発を進めると共に、コストダ
ウンも進め、収益性向上を図ってまいります。

左側下段のセラミックパッケージについて、当社は水晶デバイスやＣＭＯＳ（シー
モス）イメージセンサー、ＲＦパワーデバイス向けなど様々な種類のパッケージを扱
っております。当面は水晶デバイス向けで、近距離無線通信の高度化を背景に小型の
水晶パッケージが増加しており、国内外で増産投資を進めております。

右側のＳＡＷフィルター用複合ウエハーについては、当社の複合ウエハーを用いた
高性能ＳＡＷフィルターの市場は、スマートフォンなどモバイル通信の高速・大容量
化やフィルター搭載数の増加により年率２０％程度で拡大していく見込みです。５Ｇ
通信で利用が拡大するサブ６ギガヘルツバンド向けに新構造フィルターを投入し、需
要の取り込みを図っていきたいと思っております。
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左側上段の絶縁放熱回路基板は、信頼性・熱伝導に優れた自動車や産業機器のパ
ワーモジュール向けのセラミック回路基板です。風力発電などの産業機器に加え、

今後はＥＶやハイブリッド車など自動車の電動化が進むにつれて、需要が拡大する
見通しです。増産投資を進めるほか、新規顧客の開拓を推進し需要の取り込みを目
指します。

右側のグラフはデジタルソサエティ事業全体の長期売上イメージです。先ほどま
で説明しました各事業の売上が順調に拡大していくことで、エンバイロメント事業
に代わる当社の柱として２０３０年度までには売上高３，０００億円超となること
を目指してまいります。
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次にエネルギー＆インダストリー事業についてご説明します。

新年度は、売上高７５０億円、営業利益は２０億円の赤字で、増収となります
が、赤字が継続する計画です。

がいしは、海外向けに出荷が増加いたしますが、原材料価格の高騰により利益
は前期並みの黒字となる見通しです。

エナジーストレージについては、ＮＡＳ電池の引き合いは活況ではありますが、
部品調達難の影響等により赤字が継続する見通しです。

産業プロセスについては、主にリチウムイオン電池正極材用の焼成炉の需要が
増加する見通しです。
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エネルギー＆インダストリー事業のうち、ＮＡＳ電池の取り組みについてご説
明いたします。

「２０５０年カーボンニュートラル」に向けて、国内では再生可能エネルギー
の拡大に向けた検討が具体化しております。天候により発電量が変化する再生可
能エネルギーを拡大するため、電気の需要と供給の差をなくす「調整力」の確保
を目的に２０２１年４月より電力の需給調整市場が創設されました。電力の安定
供給を担う「調整力」が求められているなか、２０２１年より当社と中部電力ミ
ライズとで蓄電池を活用したＶＰＰ技術に関する実証試験を行ってまいりました
が、ＶＰＰ技術の構築に成功し、本年４月より需給調整市場への調整力の供出を
開始いたしました。

今後は他のお客様へも拡大していくとともに、高出力・大容量・高速応動性に
優れたＮＡＳ電池の特性を生かしたビジネスモデルを広げ、資産価値の向上を通
して拡販を進めていきます。
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新年度の設備投資は、エンバイロメント事業の更新投資のほか、デジタルソサエ
ティ事業の増産投資を中心に総額５９０億円を予定しております。今後もデジタル
ソサエティ事業を中心に、年間６００億円程度になると見込んでおります。

なお、ＣＯ２排出量ネットゼロに向けた環境投資も順次拡大しており、インターナル
カーボンプライシングを用いた経済的な観点も投資判断に織り交ぜつつ、効率的に
進めてまいります。

減価償却費につきましては、当期は前期比で３７億円増加の５３０億円を見込ん
でおります。当面は大型設備投資の予定がないことから、小幅な増加に止まる見通
しです。
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研究開発費につきましては、当期は前期比２５億円増の２６０億円を予定してお
り、このうち約６０％はデジタルソサエティとカーボンニュートラルのテーマに投
じていきます。

売上高に占める事業化後５年以内の新製品比率は２０２２年度は一部製品が事業
化後５年を超えることから一時的に新製品比率が減少いたしますが、２０２３年度
以降は３０％以上をキープできるよう開発を進め新規事業創出に向けた投資を増や
していく予定です。



中期の事業ポートフォリオイメージと業績推移についてご説明します。

左側のグラフは、過去３年平均の売上高成長率と、投下資本利益率（ＲＯＩＣ）
を基に当社の事業ポートフォリオを示したもので、２２年３月期の実績と２５年３
月期の予想を表しております。

当社は中長期の観点でＲＯＥ１０％以上を維持することを意識し、事業ごとにＲ
ＯＩＣで目標管理を行っているほか、成長性と収益性を軸に事業評価を行っており
ます。

当面は当社の基幹事業であるエンバイロメントは、堅調な需要を支えに収益性を
維持していきます。デジタルソサエティは成長性をさらに高め、収益性も向上させ
るほか、エネルギー＆インダストリーも収益性の改善に努めてまいります。

各事業の収益性を維持・向上させていくことで、中長期で全体の売上高と利益の拡
大を図りたいと考えております。
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２０２１年４月にＮＧＫグループビジョンで示した２０２５年業績目標に対する
進捗についてご説明申し上げます。

画面左側の２０２１年から２０２４年のグラフは、業績の今回実績および今後の
想定を、ビジョンを作成した際に用いた昨年４月の為替前提レートであるドル１０
０円、ユーロ１２０円で焼き直したものです。

先にご説明申し上げました通り、半導体製造装置用製品などデジタルソサエティ
を中心に成長を続け、２０２４年度にはドル１００円、ユーロ１２０円の為替前提
でも、売上高は５８００から６１００億円、営業利益は８５０～１０５０億円の間
となる見通しであり、ビジョンで示した２０２５年度目標である売上高６０００億
円、営業利益９００億円を前倒しで達成することを目指し、事業構成の転換を進め
てまいります。
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２０２５年以降も持続的に成長していくために不可欠となる新しい事業の創出につ
いてご説明申し上げます。

まずはビジョンで掲げたＮＶ１０００、こちらはニューバリューの略なのですが、
こちらの進捗の見通しについてご説明いたします。ＮＶ１０００とは、新しく事業化
する商品が、２０３０年に売上高１０００億円規模のビジネスとなることを目標とし
たものです。左下に並べた商品を中心に、３０年段階で１０００億円を上回る目論見
です。

これらの商品を確実に開花、成長させるために、今年の４月にマーケティングを主
体としたＮＶ推進本部を新設しました。社内の連携はもちろん、外部との協働も積極
的に進め、新商品の創出と事業化を牽引してまいります。

研究開発においても、１０年間で３０００億円を投資し、ＤＸの視点で次世代技術
も取り入れながら、人員・設備ともに充実化を図り、継続的に新しい事業を創出して
いきたいと考えております。



当社がビジョン達成のために掲げた５つの変革の先頭に置くＥＳＧ経営につい
てご説明いたします。

環境の面では、昨年春に策定したＮＧＫグループ環境ビジョンを精力的に推し
進めこの１年間で色々な打ち出しを行ってまいりました。

社会については、ＮＧＫグループ理念でも価値の中核に据えております人的資本
の活用と投資に力を入れると共に、社会との共生も持続的に取り組んでまいりた
いと思っております。

ガバナンスは、グループ全体でコンプライアンスを徹底することを基本に、こ
の春からは私自身が委員長を担ってＥＳＧ統括委員会を設置し、経営トップみず
からＥＳＧ経営を推進していきたいと考えております。

当社はかねてよりＥＳＧが、いわば事業の根源であり、製品やサービスを通じ
て社会課題を解決していくことを存在目的としております。一例をあらためてお
示ししますと、電力系統での実績が豊富な大容量蓄電池であるＮＡＳ電池を活用
することで地域の新電力モデルを拡大していくこと、さらにはそれらのＮＡＳ電
池を大きなＥＭＳにより組み合わせ、社会全体の再エネ導入拡大に資することも
構想しており、カーボンニュートラル社会の実現に貢献していきます。
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新たな管理指標として、営業利益にＣＯ2排出コストや労務費、研究開発費、

ＥＳＧ目標達成率を加味したＮＧＫ版付加価値（NGK Value-Added）を導入いたし
ました。

短期の収益性や中長期の成長性といった「財務価値」に加えて、超長期的に社
会性を高めていくために、将来の競争力の源泉となる人的資本や知的資本の向上
に積極的に取り組むと共に、環境負荷の低減や人権尊重への取り組みなど多岐に
渡る社会的責任を果たしてまいります。

このような取組みにより「非財務価値」も高めて企業価値を向上していきたい
と思っております。



当社の資本政策は資本コストを上回る収益性の確保と財務健全性を両立し、利
益率、資本回転率、財務レバレッジを事業戦略と整合した健全な水準に保つこと
を意識しています。

左のグラフは当社の各指標の推移を表したものです。２２年３月期は、業績の
改善等によりＲＯＥ１２.９％を確保しており、今後も１０％以上の水準を目指
してまいります。２２年３月末時点の株価を用いて試算すると、ＥＶ／ＥＢＩＴ
ＤＡ、ＰＢＲはご覧のような水準となっております。

キャッシュ面では、当面はフリーキャッシュフローがプラスで推移する見通し
を持っており、有利子負債も活用しつつ、新規事業の投資資金を確保し、資本効
率の向上を図ってまいります。
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つづいて、連結ベースでの要約キャッシュ・フローです。

終わりました２２年３月期の現金及び現金同等物の期末残高は、長期借入金の
返済や自己株式の買付などで支出が増えた一方で、利益が堅調に積みあがったこ
とから、全体では８８億円増加の１,５４９億円の残高となりました。この表に
は表れない債券等の運用資金が３１０億円ございまして、合計では１,８６０億
円ほどの資金残となっております。

２３年３月期につきましては借入金の返済をしながら、追加の借入を行いまし
て、財務レバレッジを０．４程度維持していく予定でございます。尚、現金同等
物１，８２９億円の他に、債券等の運用資金が３７０億円程度あり、合計で２，
２００億円の資金となる見通しです。
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最後に、総資産、配当でございます。

前期（２０２２年３月期）の総資産は為替円安の影響や棚卸資産の増加もござい
まして、７３９億円増の９,８２８億円の総資産となりました。ＲＯＥは当期純利
益の増加により１２．９％となりました。

新年度（２０２３年３月期）の総資産につきましては、利益が積みあがるというこ
ともございまして、約１兆円になるのではないかと見ております。

ＲＯＥにつきましては当期純利益が先ほどの移転価格の更正処分の取消もあった
ということで、前期が１２．９％ですが、今年度は１０．８％となる見通しです。

一株当たりの利益、配当金ですが、前期は一株当たり利益が２２６.５６円でご
ざいました。期末の配当につきましては、従前の３０円から３３円に上方修正いた
しまして、年間で６３円とさせて頂く予定でございます。新年度の一株当たり利益
につきましては２０８．５７円、配当金は中間３３円、期末３３円の年間６６円と
現在の時点では予定しております。

配当金につきましては、事業リスクの変化に合わせた純資産管理と３年程度の期
間業績（ＲＯＥ）へのリンクも勘案しながら、純資産配当率３％及び連結配当性向
３０％程度を中長期的な目途として、さらにはキャッシュフローの見通し等も勘案
して配分することとしております。
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